
議 会 運 営 委 員 会

日時：令和８年６月４日（木）

午前１０時３０分

場所：本館３階 議場

事 件

１）令和８年６月熊取町議会定例会の運営について

２）その他
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様式１ 
 

予    定    議    案 委員会付託 担当部 説明者又は報告者

 ・人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 

・人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

省 略

総 務 部 

 

 

総 務 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

町 長
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予    定    議    案 委員会付託 担当部 説明者又は報告者

 ・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・農業委員会委員の任命同意について 

 

 

・成長産業特別集積区域における成長産

業の集積の促進及び国際競争力の強化

に係る町税の特例に関する条例の一部

を改正する条例 

 

・地方自治法の一部を改正する法律等の

施行に伴う関係条例の整理に関する条

例 

 

・行政手続条例の一部を改正する条例 

 

 

・国民健康保険条例の一部を改正する条

例 

 

・後期高齢者医療条例の一部を改正する

条例 

 

・介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 

・環境センター専用公用車（ダンプ車　　

両）の購入について 

 

・大阪府後期高齢者医療広域連合規約の

変更に関する協議について 

 

・大阪広域水道企業団の共同処理する事

務の変更及びこれに伴う大阪広域水道

企業団規約の変更に関する協議につい

て 

省 略 

 

 

省 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 民 部 

 

 

住 民 部 

 

 

総合政策部 

 

 

 

 

総 務 部 

 

 

 

総 務 部 

 

 

健康福祉部 

 

 

健康福祉部 

 

 

健康福祉部 

 

 

住 民 部 

 

 

健康福祉部 

 

 

都市整備部 

 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

総合政策部統括理事 

（ 明 松 　 大 介 ） 

 

 

 

総 務 部 理 事 

（ 道 端 　 秀 明 ） 

 

 

総 務 部 理 事 

（ 道 端 　 秀 明 ） 

 

健 康 福 祉 部 理 事 

（ 橘 　 和 彦 ） 

 

健 康 福 祉 部 理 事 

（ 橘 　 和 彦 ） 

 

健 康 福 祉 部 長 

（ 石 川 　 節 子 ） 

 

住 民 部 長 

（ 巖 根 　 晃 哉 ） 

 

健 康 福 祉 部 理 事 

（ 橘 　 和 彦 ） 

 

都 市 整 備 部 理 事 

（ 西 村 　 幸 洋 ） 

 

 

 
追　加　予　定　議　案 担当部 説明者又は報告者
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様式２ 
 

報　　告　　案　　件 担当部 説明者又は報告者

 ・税条例の一部を改正する条例の専決処分報告につい

て

総 務 部 総 務 部 理 事 

（ 道 端 　 秀 明 ） 

 
行　政　報　告　事　項 担当部 説明者又は報告者

 ・令和７年度熊取町一般会計予算継続費繰越計算書に

ついて 

 

・令和７年度熊取町一般会計予算繰越明許費繰越計算

書について 

 

・熊取町土地開発公社の経営状況報告について 

 

 

・損害賠償に関する専決処分報告について 

 

 

・損害賠償に関する専決処分報告について 

 

総合政策部 

 

 

総合政策部 

 

 

総 務 部 

 

 

住 民 部 

 

 

健康福祉部 

 

 

総 合 政 策 部 長 

（ 田 中 　 耕 二 ） 

 

総 合 政 策 部 長 

（ 田 中 　 耕 二 ） 

 

総 務 部 長 

（ 永 橋 　 広 幸 ） 

 

住 民 部 長 

（ 巖 根 　 晃 哉 ） 

 

健 康 福 祉 部 長 

（ 石 川 　 節 子 ） 
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曜日 種　　別　　内　　容　　等

6 4 木 10：30　議会運営委員会

5 金

6 土

7 日

8 月

9 火

10 水 10：00　本会議

11 木 10：00　本会議

12 金 10：00　本会議（予備日）

13 土

14 日

15 月

16 火

17 水

18 木
10：00　事業厚生常任委員会
13：30　議会運営委員会
15：00  都市計画道路建設促進特別委員会

19 金
10：00　総務文教常任委員会
13：30　議員全員協議会

20 土

21 日

22 月

23 火

24 水

25 木 10：00　本会議

26 金

27 土

28 日

29 月

30 火

令和8年6月熊取町議会定例会日程表（案）

月　日
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順位 質　問　者 質　　　　問　　　　事　　　　項

1 石井　一彰 教員の働き方改革と保護者対応の在り方について

1 保護者対応の線引きについて

2 時間外対応の削減を数値として把握しているのか、また、今後KPI（残業
時間・時間外対応件数）の設定と公表の予定について

3 スマホトラブルについて、学校が対応する範囲と警察・家庭に委ねる範
囲をガイドラインとして明文化することについて

災害時の車中泊スペース避難について

1 指定スペース外での車中泊避難者の本町の位置づけについて

2 指定避難所外で車中泊を行う住民への支援物資・トイレ・情報提供との
格差が生じる懸念について

3 民間駐車場や事業者との協定など、分散型避難の仕組みづくりについて

本町の４大学の連携協力の協定締結後の進捗について

1 本協定に基づき、４大学が共同で実施している具体的な事業について

2 現状が個別連携の延長にとどまっている要因について

3 今後の在り方について

今後の学童保育の在り方について

1 民間学童保育に対するニーズ調査の実施状況について

2 本町として民間事業者の参入や連携の促進について

3 大学と連携した学童保育の実現可能性について

2 江川 　慶子 小・中学校の女子トイレに生理用品の設置について

1 生理の勉強について、どのようにされているのかについて

2 生理用品のトイレへの設置について

外出支援について

1 タクシー代の補助、あるいは福祉目的のデマンド交通の導入など『受診
のハードル』を下げるための経済的支援策の検討、また、ひまわりバス
の駅乗り入れについて

3 田中　圭介 町立中学校の制服について

1 現在の町立中学校の制服の現状について

2 全３校共通仕様の「標準服」の導入について

子ども達の遊び場について

1 校区別でボール遊びが出来る位の公園・グランドは何か所あるのかにつ
いて

2 今年度から契約更新しなかった「五門ふれあい公園」の返却までの経緯
について

3 「五門ふれあい公園」閉鎖に伴い、代替えの遊び場は確保するのかにつ
いて
町指定ごみ袋について

1 ７月から新しいごみ袋に変わっていくが、現在想定される問題点はある
のか(ナフサ不足も含め)について

2 町内のコンビニ・スーパーマーケットなどと協力した、持ち帰り用町指
定ごみ袋販売の検討について

令和8年6月定例会 一般質問項目一覧

1

2

3

4

1

2

1

2

3
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順位 質　問　者 質　　　　問　　　　事　　　　項

4 長田 　健太郎 学校行事や部活動での移動手段について

1 これまでレンタカーを使用したことはあるのかについて

2 貸切バスを利用する際について

①手配する際の手順について

②運行するバス会社の安全性をどのように確認しているのかについて

③万が一重大事故が発生した場合、現在の選定方法で十分に説明責任が
果たせるのかについて

民泊について

1 民泊・ゲストハウスの件数について

2 民泊をめぐるトラブルについて

3 営業中の事業者への地域の生活環境を守る為の周知・指導について

学校プールの在り方について

1 検討の進捗について

2 東小学校での実証実験について

3 夏場のプール授業について

4 令和９年度までには一定の結論は出されるのかについて

5 二見　裕子 ふれあい公園について

1 ふれあい公園が閉鎖されることになった経緯について

2 五門区、野田区、学童保育等に町からの説明はいつしたのか。また、意
見は聞いたのかについて

3 近隣住民に閉鎖の周知はどのように、いつしたのかについて

4 公園の代替え地は検討したのかについて

5 中央小学校の校庭開放はどうかについて

若い世代の誘致による、地域の活性化と税収確保について

1 転入定住促進事業が令和8年度で終了となるが、今後の取り組み、また、
転入における財政効果はどうかについて（資料必要）

2 府営住宅等の空き室の子育て世代向けの戦略的賃貸の新たな導入につい
て

3 「学園文化都市」の強みを活かした三者連携による地域連携住居の導入
について
ふるさと納税PRについて

1 公式サイトや首長自らアピールするなどの取り組みについて

6 多和本　英一 こどもまんなか社会に向けた地域における取組について

1 地域こども政策推進事業について

2 財政力が低い自治体が対象となっていると思うが、町としてこの事業へ
のエントリーの可能性について
五門ふれあい公園閉鎖について

1 五門ふれあい公園閉鎖の経緯について

2 現在までの賃借料と金額の経緯について（資料必要）

3 近隣地区や住民に対しての説明について

4 公園返還までにかかる費用について

5 署名などの運動をされている事についての認識、町としての見解につい
て

6 代替案の進捗状況について

1

2

3

1

2

3

1

2
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順位 質　問　者 質　　　　問　　　　事　　　　項

7 河合　弘樹 町道小垣内川田七山線の通学路安全対策について

1 町道小垣内川田七山線のうち、旧170号線から外環状線高架下までの区間
を通学路としてどのように認識しているのかについて

2 学校やPTA、地域住民からの安全対策に関する要望について

3 当該区間の危険性について現地確認や安全点検を実施しているのかにつ
いて

4 通学時間帯における速度抑制対策について

5 熊取町、学校及び警察との連携による安全対策の現状と今後の取り組み
について
空き家対策について

1 管理不全空き家や特定空き家の件数と、住民からの相談件数や主な相談
内容について

2 「管理不全空家」への対応が強化されたが、今後の対策について

3 所有者への啓発や相続時の適切な手続きの周知の取組、また、移住促進
や子育て世帯向け住宅としての活用について
ふるさと納税について

1  今回、新たに返礼品と採用される養殖うなぎについて、どのような期待
を持っているかについて

2 新たな返礼品の発掘や事業者の参画促進についてどのような取組を行っ
ているのかについて

3 ふるさと納税による地域経済への波及効果を高めるための目標や戦略に
ついて

8 大林　隆昭 地域未来投資促進法に基づく基本計画と熊取町の総合戦略について

1 本基本計画を、人口減少対策や地方創生を含めた町の総合戦略の中でど
のように位置付けているのか。また、国の支援制度の活用について

2 計画で掲げる地域経済牽引事業の創出に向け、どのような分野を想定し
ているのか。また、毎年度の効果検証について

3 農業の高付加価値化や６次産業化の推進に向け、ふるさと納税制度をど
のように活用し、地域内経済循環につなげていく考えかについて

4 大学や研究機関との連携を活かした若者の働く場づくりや定住促進につ
いて

5 空き家を創業拠点や加工場など地域産業の拠点として活用し、産業振興
と連携した取組について

町民グラウンド整備について

1 施設の現状及び老朽化に対する認識について

2 グラウンドやトイレの国等の補助制度の活用も含めた大規模整備につい
て

9 坂上 　昌史 持続可能な財政運営と将来に向けた政策選択について

1 財政健全化の先に目指す町の姿について

2 将来投資の優先順位について

3 財政運営における「守るべき価値」について

4 持続可能な町運営に必要な条件について

1

2

3

1

2

1
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順位 質　問　者 質　　　　問　　　　事　　　　項

10 渡辺　豊子 学校給食について

1 3月19日発生した食中毒事案について

①児童生徒の状況について

②補償に関する状況について

③再発防止に向けた取り組みについて

2 国の交付金による小学校給食費無償化について

①不登校や重いアレルギーで給食を食べられない児童生徒への対応につ
いて

3 「熊取子ども達の未来を考えるチーム」の学校給食に関するアンケート
による要望・提案について
学童保育事業について

1 今年度、開設した民間事業者による臨時学童保育所の実施状況について

2 利用者の反響について

3 民家を活用しているが、来年度からはどうするのかについて

4 指定管理者は、9年度からはどうするのかについて

廃食用油のリサイクルについて

1 回収場所を役場環境課窓口だけではなく拡充できないかについて

2 具体的に何に活用する予定なのかについて

歯科健診について

1 成人、特に高齢者の歯科健診の受診状況について

2 受診について、どの様に、啓発しているかについて

11 坂上　巳生男 産業振興について

1 地域未来投資促進法に基づく基本計画の主旨、企業誘致について

2 プラスチック系の資材やシンナー等が在庫不足、価格上昇による町内事
業所の影響調査、支援策の検討について
大規模盛土造成地の第２次スクリーニング計画策定について

1 大阪府による第２次スクリーニング計画の現在の状況と今後の見通しに
ついて

PFAS汚染に関する熊取町の取り組みについて

1 町内ため池の水質継続調査の結果について

2 環境問題に責任を負うべき企業に対する積極的な働きかけについて

1

2

3

4

1

2

3
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委員会付託

日程第１ 会議録署名議員の指名

日程第２ 会期の決定 －

日程第３ 一般質問 －

日程第４ 議案第２７号 税条例の一部を改正する条例の専決処分報告について 省略

日程第５ 議案第２８号 人権擁護委員候補者の推薦について 省略

日程第６ 議案第２９号 人権擁護委員候補者の推薦について 省略

日程第７ 議案第３０号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第８ 議案第３１号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第９ 議案第３２号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第１０ 議案第３３号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第１１ 議案第３４号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第１２ 議案第３５号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第１３ 議案第３６号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第１４ 議案第３７号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第１５ 議案第３８号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第１６ 議案第３９号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第１７ 議案第４０号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第１８ 議案第４１号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第１９ 議案第４２号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第２０ 議案第４３号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第２１ 議案第４４号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第２２ 議案第４５号 農業委員会委員の任命同意について 省略

日程第２３ 議案第４６号 成長産業特別集積区域における成長産業の集積の促進及び国際競争
力の強化に係る町税の特例に関する条例の一部を改正する条例

総務

日程第２４ 議案第４７号 地方自治法の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整理に
関する条例

総務

日程第２５ 議案第４８号 行政手続条例の一部を改正する条例 総務

日程第２６ 議案第４９号 国民健康保険条例の一部を改正する条例 事業

日程第２７ 議案第５０号 後期高齢者医療条例の一部を改正する条例 事業

日程第２８ 議案第５１号 介護保険条例の一部を改正する条例 事業

令和８年６月熊取町議会定例会議事日程
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日程第２９ 議案第５２号 環境センター専用公用車（ダンプ車両）の購入について 事業

日程第３０ 議案第５３号 大阪府後期高齢者医療広域連合規約の変更に関する協議について 事業

日程第３１ 議案第５４号 大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれに伴う大阪
広域水道企業団規約の変更に関する協議について

事業

日程第３２ 請願第 １ 号 主要地方道大阪和泉泉南線（都市計画道路　大阪岸和田南海線）の
接合地点および一部線形の変更並びに大阪外環状線４車線化を一体
とした都市機能の早期整備に関する請願

事業
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請願第１号
 主要地方道大阪和泉泉南線（都市計画道路　大阪岸和田南海線）の接
合地点および一部線形の変更並びに大阪外環状線４車線化を一体とした
都市機能の早期整備に関する請願

受理番号 　Ｒ０８熊議第０００１２０号

受理年月日 　令和８年５月２５日

請願の要旨

１．主要地方道大阪和泉泉南線（都市計画道路　大阪岸和田南海線）と
 大阪外環状線（国道１７０号線）との接合部を、紺屋北交差点とする
 こと。
２．接合部から東側の熊取町内における大阪外環状線（国道１７０号
 線）４車線化を、都市計画道路大阪岸和田南海線と一体的に整備する
 こと。
３．以上２点につきまして、熊取町議会においてご審議のうえ、大阪府
 議会へ見直しを求めていただきたい。

請願者の住所
及び氏名

  熊取町大久保東１－１０－８　
  中川　寛

  熊取町大久保中３－１３－４
  衣川　幸一

紹介議員氏名
　石井　一彰
　長田　健太郎　

付託委員会 　事業厚生常任委員会

令和８年６月熊取町議会定例会　請願文書表
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1 意見書等

1)

（ 令 和 8 年 6 月 2 日 受付、R08熊議第000143 号）

2)

（ 令 和 8 年 6 月 2 日 受付、R08熊議第000143-001 号）

（提出議員:江川　慶子 議員）

3)

（ 令 和 8 年 6 月 2 日 受付、R08熊議第000143-002 号）

4)

（ 令 和 8 年 6 月 2 日 受付、R08熊議第000143-003 号）

5)

（ 令 和 8 年 6 月 2 日 受付、R08熊議第000143-004 号）

2 要望書等

1)

（ 令 和 8 年 3 月 24 日 受付、R07熊議第　 000835 号） （配布済み）

2)

（ 令 和 8 年 5 月 26 日 受付、R08熊議第　 000125 号） （配布済み）

議会運営委員会資料

令和8年6月4日

意見書・要望書等受付一覧

住まいの安定と居住支援の抜本的強化を求める意見書（案）

（提出議員：　二見　裕子　議員）

ドナーミルクの利用拡大を求める意見書（案）

（提出議員：　二見　裕子　議員）

すべてのケアラーに対する包括的な支援と法的枠組みの整備を求める意見書（案）

（提出議員：　二見　裕子　議員）

日本国憲法を守り、戦争しない国づくりを求める意見書（案）

（提出議員：　江川　慶子　議員）

大阪空港、関西空港及び堺泉北港を「特定利用空港・港湾」に指定しないことを求める意
見書（案）

（提出議員：　江川　慶子　議員）

ｍＲＮＡワクチン（レプリコンワクチンを含む）接種事業中止の意見書提出を求める陳情
書

（提出者：　宇井　淳）

ふれあい広場閉鎖回避ならびに代替策早期実現に関する要望書

（提出者：熊取子ども達の未来を考えるチーム　　根木　圭子）
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令和　8　年　6　月　2　日 
 
 
 
　熊取町議会議長　文野 慎治　様 
 
 
 

熊取町議会議員　二見　裕子 
 
 
 
 

意見書・要望書の提出について（お願い） 
 
 
標記について、別紙案文を下記のとおり提出いたしますので、ご検討の上、

令和 8年 6月熊取町議会定例会に議員提出議案として上程いただきますようお

願い申し上げます。 

 

 

記 

 

 

意見書・要望書件名 

 

1、住まいの安定と居住支援の抜本的強化を求める意見書（案） 

2、ドナーミルクの利用拡大を求める意見書（案） 

3、すべてのケアラーに対する包括的な支援と法的枠組みの整備を求める 

意見書（案） 
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内閣総理大臣　　　高市　早苗　　　殿 

国土交通大臣　　　金子　恭之　　　殿 

厚生労働大臣　　　上野　賢一郎　　殿 

財 務 大 臣　　　片山　さつき　　殿 

 

住まいの安定と居住支援の抜本的強化を求める意見書（案） 

 

「住まい」は社会保障の基盤であり、個人の尊厳を守るための不可欠な社会インフラである。しかしなが

ら、長引く物価高騰や都市部を中心とした家賃相場の上昇は、低所得世帯や子育て世帯の家計を圧迫し

ており、過重な住宅費負担が生活困窮に拍車をかけている。また、単身高齢世帯の急増に伴い、賃貸住

宅への入居拒否や孤独死への不安、老朽化した住まいの安全確保など、居住に関する課題は多岐にわ

たり、深刻化している 。 

　現行の住居確保給付金や生活保護制度の住宅扶助も一定の役割を果たしているが、急激な社会情

勢の変化や多様化する居住ニーズに十分対応しきれているとは言い難い。 

　よって、国においては、誰もが安心して住み続けられる社会の実現に向け、次の事項を速やかに実施

するよう強く要望する。 

記 

 

一、低所得者や子育て世帯を対象とした新たな「住宅手当」制度を創設すること。あわせて、既存の家賃補

助制度の対象拡大と補助額の引き上げを図ること。 

 

一、居住支援法人等の活動を支援し、高齢者や子育て世帯への居住サポート住宅の整備や、孤独死への

不安を解消するガイドラインの周知を推進すること 。   

 

一、高齢者の健康管理や遠隔見守りサービスを普及させるため、IoT 技術等を活用した次世代住宅の実

用化を推進し、高齢期に備えた相談体制を整備すること。 

 

一、UR 賃貸住宅や公営住宅の空き住戸を NPO 法人等に定期借家・低い家賃で貸し出す仕組みを全国

に広げ、子育て世帯等への家賃減額や所得要件の緩和を行うこと 。 

 

一、生活保護の住宅扶助基準額を現行の家賃相場に見合う水準へ引き上げるとともに 、地域差を踏まえ

た柔軟な基準設定を可能とすること。 

 

以上、地方自治法第９９条に基づき意見書を提出する。 

 

令和８年　　月　　日
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内 閣 総 理 大 臣　　　高市　早苗　　　殿 

厚 生 労 働 大 臣　　　上野　賢一郎　　殿 

内閣府特命担当大臣（こども政策）　　　黄川田　仁志　　殿 

 

ドナーミルクの利用拡大を求める意見書（案） 

 

我が国では、出生時の体重が２，５００グラム未満の低出生体重児が、約１０人に１人の割合で生まれて

いる。特に、医療的なケアや継続的な支援が必要とされる１，５００グラム未満の極低出生体重児にとっては、

感染症や合併症等のリスクを減らすため、出産後すぐに母乳を与えることが有効とされている。 

しかし、早産や帝王切開など母体の健康状態等により、母親から十分な母乳が得られない場合があり、

寄付された母乳である「ドナーミルク」を提供する「母乳バンク」の取組は極めて重要である。 

現在、我が国では、一般社団法人日本母乳バンク協会と一般財団法人日本財団母乳バンクの２法人が

国内３箇所の母乳バンク拠点の運営を担い、ドナーミルクを医療機関に提供しているが、法的な仕組みと

しては位置付けられていない。また、ドナーミルクの使用に伴う費用等が実質的に医療機関の負担となっ

ていることに加え、ドナー登録における事務処理等が登録施設の拡充を阻んでいると考えられる。 

よって国においては、低出生体重児等の命を守り、その健やかな成長を支える観点から、次の事項につ

いて所要の措置を講じられるよう強く要望する。 

 

記 

 

一、医療機関がドナーミルクを必要とする乳児に十分提供できるよう、ドナーミルクの法的位置付けを一

日も早く明確化すること。  

 

一、ドナーミルクを安定的に供給するため、母乳バンクの運営、ドナーミルクの殺菌処理及びドナーの検

査等に対する支援を行うこと。  

 

一、ドナー登録者数を増やすため、産婦健康診査時や産後ケア等での周知機会の拡大を進めること。  

 

一、ドナーミルクの重要性及び正しい知識について、医療現場及び国民に対し広く普及啓発を図ること。 

 

以上、地方自治法第９９条に基づき意見書を提出する。 

 

令和８年　　月　　日
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内 閣 総 理 大 臣　　　高市　早苗　　　殿 

厚 生 労 働 大 臣　　　上野　賢一郎　　殿 

文 部 科 学 大 臣　　　松本　洋平　　　殿 

内閣府特命担当大臣（こども政策）　　　黄川田　仁志　　殿 

財 務 大 臣　　　片山　さつき　　殿 

 

すべてのケアラーに対する包括的な支援と法的枠組みの整備を求める意見書（案） 

 

近年、家族等の介護や世話を無償で担う「ケアラー」の負担が深刻な社会問題となっている。ケアラーが

抱える問題は、肉体的な疲弊にとどまらず、精神的な孤立、経済的な困窮、そして学びや就業の機会喪失

など、人生のあらゆる局面に多大な影響を及ぼしている。とりわけヤングケアラーについては、法改正によ

り、国および地方公共団体による支援が法的に義務付けられたところである。 

一方で、ケアラーは子どもに限られるものではなく、働きながら家族を介護するワーキングケアラー、育児

と介護を同時に担うダブルケアラー、高齢の配偶者を支える高齢ケアラーなど、その実態は多様化・複雑

化しており、誰もが当事者となり得る状況にある。 

国においても、「経済財政運営と改革の基本方針 2025」において、年代や就労の有無を問わずケアラ

ー支援の必要性が明記されたが、現在の取組は地方公共団体への支援にとどまり、ケアラー全体を対象と

した包括的な法制度は未だ整備されていない。 

現在の支援は、介護、障害、子育てなどの制度の枠組みごとに分かれており、ケアラー本人への支援は

十分とは言えず、地域や自治体によって支援内容にも差が生じている。 

よって、国においては、すべてのケアラーが個人の尊厳を保ち、社会から孤立することなく、安心して生

活し、就労や学びなど社会参加を継続できるよう、下記の事項について速やかに取り組むよう強く求める。 

 

記 

 

一、ヤングケアラーに限らず、すべてのケアラーを対象とした包括的な支援の基本理念を明確にすること。 

一、ケアラーを支援するための実態把握、相談支援、情報提供、休息の確保等について、分野横断的に

取り組む法的枠組みを整備すること。 

一、地方公共団体が地域の実情に応じた支援を安定的に実施できるよう、必要な財政措置を講じること。 

一、ケアラー支援に関する国民の理解を深めるための普及啓発を推進すること。 

 

以上、地方自治法第９９条に基づき意見書を提出する。 

 

令和８年　　月　　日
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令和８年６月２日 

　熊取町議会議長　文野慎治様 

熊取町議会議員　江川慶子　 

 

意見書・要望書の提出について（お願い） 

 

 

標記について、別紙案文を下記のとおり提出いたしますので、ご検討の上、令和８年６月熊取町議

会定例会に議員提出議案として上程いただきますようお願い申し上げます。 

 

 

記 

 

意見書名 

１　日本国憲法を守り、戦争しない国づくりを求める意見書（案） 

２　大阪空港、関西空港及び堺泉北港を「特定利用空港・港湾」に指定しないことを求める

意見書（案） 
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日本国憲法を守り、戦争しない国づくりを求める意見書(案) 

 

我が国は、１９４５年８月１５日から戦後 80 年間、戦争しない国づくりを

すすめてきた。 

１９４６年（昭和 21 年）１１月３日に公布、１９４７年（昭和 22 年）５

月３日に施行された日本国憲法は、再び戦争することはないと高らかに宣言

し、国民が主人公の国づくりをすすめるとして、三大基本原則を明記した。す

なわち、国民主権、基本的人権の尊重、平和主義を掲げ、日本が民主的で平和

な国で在り続けることを明らかにしたものである。 

前文においては、平和を愛する諸国民の構成と審議に信頼して、われらの安

全と生存を保持しようと決意し、全世界の国民平和的生存権を確認しており、

さらに第９条においては、戦争を放棄し、戦力の保持を禁止し、交戦権を否認

することで、政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こることのないようにす

る国民の決意を示した。 

ところが現政権がアメリカと一緒になって推し進めようとしている軍拡競争

では、軍事対軍事の悪循環をもたらし、平和と安定を脅かすリスクを高め、日

本国憲法を踏みにじり国民を危険にさらすことになる。 

よって国においては、日本国憲法を守り、戦争しない国づくりをすすめてい
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くよう強く要望する。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

2026 年 ６月  日 熊取町議会  

 

衆議院議長／参議院議長／内閣総理大臣／法務大臣／防衛大臣 宛
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大阪空港、関西空港及び堺泉北港を「特定利用空港・港湾」に 

指定しないことを求める意見書（案） 

 

国は、２０２４年４月１日に５空港１１港湾を「特定利用空港・港湾」に指

定したことを皮切りに、現在（４月８日）までに全国２４空港３３港湾を指定

している。 

この度、さらに大阪空港、関西空港及び堺泉北港を同候補地として検討して

いる。 

「特定利用空港・港湾」は、安倍政権が２０１４年７月１日に従来の政府見

解を１８０度転換するクーデターとも言える閣議決定によって、集団的自衛権

の行使容認を打ち出したことに始まり、翌年（２０１５年）４月２７日に一切

国会に諮ることもせずに米政府と取り交わした「日米防衛協力の指針」（ガイ

ドライン）に記された。 

これまで政府見解は「平和国家として専守防衛に徹し、他国に脅威を与えな

い」としてきたが、既に「反撃力」と称して「敵基地攻撃能力」行使の国連憲

章にも反する先制攻撃可能な長距離ミサイルの配備・開発、貯蔵のための弾薬

庫の増設、自衛隊基地の強靭化などを進めており、今や他国の「脅威」となっ

てきている。 
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「特定利用空港・港湾」指定とは、 「有事」に備えて「平素」から民間空

港・港湾を戦争準備の防衛政策に組み入れようとするものである。 

もし実際に軍事利用されることになれば、当然、国際法上の攻撃対象となり、

市民の命が奪われることを大いに危惧するものである。同時に、軍事演習・訓

練で民間利用が大幅に制限される事態も想定され、一般市民の移動や経済・流

通活動が妨げられることを憂慮するものである。 

よって、国に対し、大阪空港、関西空港及び堺泉北港を「特定利用空港・港

湾」指定しないことを求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

2026 年 ６月 日 

熊取町議会  

 

衆議院議長／参議院議長／法務大臣／防衛大臣／国土交通大臣 宛 
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